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東京海上グループの概要  1 
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東京海上グループの沿革 

1923 

関東大震災 

1879 

2002 

高度経済成長 
モータリゼーション 

2004 

第二次世界大戦 

1900 

1940 

1960 

1980 

1879（明治12）年 

実業家 渋沢栄一、岩崎彌太郎 
以下三菱関係者らの力により、 

日本人の手による我が国最初の 

保険会社「東京海上保険会社」 

が創立された 

日本初の保険会社 

 創業同年、早くも上海・香港・釜山に代理
店を開設、翌1880年にはロンドン・パリ・
ニューヨークで営業を開始 

 当時イギリス人が「東京」のことを「Tokio」

と表記していたことに倣い、東京海上保険
も「Tokio Marine」と表記した。以来、当社
は欧米の保険業界では広く「Tokio 

Marine」として知られている 

創業当初からの海外展開 

1996 

自由化の進展により 

生命保険事業へ進出 

東京海上あんしん生命、日動生命の設立
（現在の東京海上日動あんしん生命） 

 

1920 

2008～ 

東京海上火災・日動火災の合併 

欧米保険市場への本格進出 

2008年  3月 英国「キルン社」買収 

2008年12月 米国中堅損保「フィラデルフィア社」買収 

2012年  5月 米国生損保兼営「デルファイ社」買収 

保険持株会社の設立 

リーマンショック 

東日本大震災 
1953 

日章丸事件 

1944 

東京海上・明治火災・三菱海上の合併 

「海賊とよばれた男」(百田尚樹著)で、 

当社が日章丸の保険を引受けていた 

ことが描かれている 
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取り巻く経営環境の変化 

損
保 

経
営
統
合 

01.4   

01.4   

01.4   

あいおい損保  

ニッセイ同和損保  

 日本興亜損保 

- 大東京火災 

- 千代田火災 

- 同和火災 

- ニッセイ損保 

- 興亜火災 

- 日本火災 

01.10    三井住友海上  
- 住友海上 

- 三井海上 

02.7    損保ジャパン 
- 日産火災 

- 安田火災 

02.4    東京海上ホールディングス 
（旧 ミレアホールディングス） 

- 東京海上 

- 日動火災 

- 損保ジャパン 

- 日本興亜損保 

’96 生損保相互参入 

   算定会制度見直し 

     日米保険協議 
 

’01 第三分野損保販売解禁 

   代理店自由化 

   銀行窓販第一次自由化 
 

<自由化> 

・商品細分化 

・販売チャネルの多様化 

・価格競争 

適正化対応 
規制緩和による競争激化 

業界再編 
競争激化 

'12.3 : 新ソルベンシー基準に 

     よる早期是正措置導入 

'06.4 : 保険業法改正 

     （契約者保護制度） 

'05.2～ : 不払事案問題 

【今後】  

 ・IFRS強制適用 

 ・ソルベンシー規制 

'10.3：IFRS任意適用開始 

市場縮小と規制への対応 

10.4    MS&ADインシュアランスグループホールディングス 

- 三井住友海上 

- あいおい損保、ニッセイ同和損保 

 （現 あいおいニッセイ同和損保） 

10.4    NKSJホールディングス 

規
制
動
向
・マ
ク
ロ
環
境 

'13.7 :G-SIIs選定 

サブプライム問題 

リーマンショック 欧州債務危機 

東日本大震災 自動車保険収益悪化 

（億円） 

2013年 2012年 2011年 2010年 2009年 2008年 2007年 2006年 2005年 2004年 2003年 2002年 ～2001年 

当
社
の
業
績 

'11.11 :G-SIFIs選定 

当期純利益 

  収入保険料 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

500 

1,000 

1,500 

2,000 
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東京海上グループの概要 

2013年度 財務会計ベース 

※ 2013年3月末時点 

    収入保険料構成 

国内損害保険事業 

国内生命保険事業 

海外保険事業 
 

（損保・生保・再保険） 

  主要な事業分野（主な会社） 

連結当期純利益 1,841億円 

グループ修正利益 2,781億円 

修正ROE 7.6% 

連結総資産 18.9兆円 

子会社および関連会社 263社 

連結従業員数 33,310人 

海外拠点数 37の国・地域、486都市 

金融・一般事業 

※ 2013年3月末時点 

32,487 
億円 

国内損保 

約66% 

国内生保 

約5% 

海外保険 

約29% 
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コーポレート・ガバナンス体制 

東京海上ホールディングスのコーポレート・ガバナンス体制 
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利益構造の変質と改革 

国内損保 

国内生保 

海外保険 

金融一般 

900- 

1,000 

600 - 

700 

800 - 

900 

中計策定時 
の想定 
（2014） 

2,300-2,600 

日新 経営統合 米国フィラデルフィア社買収 

デルファイ社買収 
英国キルン社買収 HD設立 東京海上火災、日動火災合併 

サブプライム問題 

リーマンショック 

欧州債務危機 

国内台風  10個上陸 

ハリケーンカトリーナ 

ハリケーンアイク 東日本大震災 

NZ地震 

タイ洪水 

国内台風 

286 
297 

208 

765 

248 

692 

1,369 

323 255 

346 

482 

151 

520 

275 

159 

1,045 

1,005 

1,315 

184 

915 

890 

994 

462 

204 

483 

340 

-572 

1,103 

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2012 2013 

1,049 

1,721 

518 

1,387 

1,695 

1,432 

-524 

1,653 

720 

-194 

2,091 

2,781 

暴風雪 

1,050 

750 

1,060 

2,910 

2011 2014 

予想 

 修正利益の推移と構成 (単位：億円） 

当社経営 

社会情勢 

自然災害 
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国内損害保険種目別正味収入保険料の推移 

2013年度

2000年度

1990年度

棒グラフ上の数字は各年度における種目別の構成比（単位：％） 

棒グラフ右横の数字は各年度の正味収入保険料計 

1兆2,610億円 

1兆6,548億円 

1兆9,663億円 

火災 新種 自動車 自賠責 マリン 

14.1 22.8 45.8 11.5 5.8 

13.4 19.8 54.0 8.8 4.0 

13.1 21.6 48.2 13.7 3.3 
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1914年2月、当社の前身である東京

海上保険株式会社が、自動車保険

の営業許可を取得。 

当時、日本には自動車は１，０００台

ほどしかなかったと言われている。 

その後のモータリゼーションにより   

車両台数は急増し、現在では、損害

保険の主力商品になっている。 

 

自動車保険誕生から１００年 
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超保険の開発～損保と生保の融合～ 

 ◆バラバラの保険をすっきり１つにして補償のモレ・ダブリを解消 

 ◆コンサルティングを通じて必要な補償をオーダーメイドで設計 

２００２年に発売、ご契約世帯数は１６０万世帯を突破 
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誰がどのようなリスクに 

対して準備しているか 

わかるね・・・。 

超保険 補償の見える化 
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自然災害による経済的損害額は増加傾向にある 

世界の自然災害の推移 

緑の棒ｸﾞﾗﾌが経済的損失額、青の棒ｸﾞﾗﾌが保険支払額 
(出典：Munich Re) 

ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ地震 

阪神淡路大震災 

ﾊﾘｹｰﾝｶﾄﾘｰﾅ 

四川大地震 

ﾊﾘｹｰﾝｱｲｸ 

東日本大震災 

タイ洪水 

揚子江大洪水 

新潟中越地震 

台風19号(日本) 

チリ地震 
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（単位：億円、黄色が台風による損害） 

台風による損害がほとんどを占める 

順位 イベント 経済損失額 保険金支払額

1 東日本大震災 253,256 12,241

2 1991年台風19号 13,390 5,679

3 2004年台風18号 9,909 3,874

4 1999年台風18号 5,228 3,147

5 1998年台風7号 4,034 1,600

6 2004年台風23号 2,496 1,380

7 2006年台風13号 2,951 1,320

8 2004年台風16号 2,197 1,210

9 平成12年9月豪雨(東海豪雨) 7,898 1,030

10 1993年台風13号 1,373 977

日本における自然災害による高額支払額 

12,439 
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経営改革の実践 

『変革と実行』 
 2 
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実行した「経営改革」における3本の柱 

 

① 国内事業改革による閉塞感の打破 

 

 

② 海外事業の展開によるリスク分散と成長力の強化 

 

 

③ 「リスクベース経営」による企業価値・説明責任の向上 
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 商品の売り難さ･判り難さ 

 代理店・社員のロードの大幅増加 

 内部業務の増加 

現場の縮み・閉塞感・・・・ 

多品種・複雑化 

内部統制・事務 
（ビジネスプロセス） 

複雑化･肥大化 

保険商品･規定 
（プロダクト） 

強化・複雑化 

IT基幹システム 

自由化以降の 

競争激化 

不払い問題・ 

適正化対応 

システムの 

度重なる改定 

火災 ゴルフ 

その他 

特約 

その他 

特約 

医療 傷害 

その他 

特約 

生命 

その他 

特約 

自動車 

病気 

その他 

特約 

ケガ ケガ 

ケガ 

手続き 

ケガ 

死亡 

手続き 

賠償 

車両 

手続き 

死亡 

賠償 

手続き 

建物 

家財 

手続き 

死亡 

賠償 

ゴルフ 

用品等 

手続き 

ケガ 

手続き 

死亡 

賠償 

携行品 

手続き 

病気 

手続き 

ケガ 

手続き 

死亡 

＜従来の保険契約＞ 

① 国内事業改革による閉塞感の打破 
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 2003年12月 役員ディスカッション 

 2004年  2月 「業務革新PJ」検討開始 

 2005年  3月 基本計画策定 

            （700億円近いコストを要するも実施を決断） 

 2008年  5月～ 新システム サービス・イン 

           

① 国内事業改革による閉塞感の打破 

商品（プロダクト）
の大幅スリム化 

⇒ 50％削減 

基幹ITシステムの刷新 

 

⇒ システム開発効率     

              30%改善 

現場が元気に！ 

  ⇒ 閉塞感を打破！ 

 仕事の質が「内」から「外」へシフト 

 サービスの質・スピードアップ 

 IT開発コスト・メンテナンスコスト大幅削減 

 独自優位性を発揮した商品・サービスの開発 

業務プロセスの改革 

⇒ 代理店内部業務 

⇒ 会社内部業務 

50%減 

30%減 

   保険会社の全てのビジネスプロセス 

  （プロダクト・プロセス・IT基盤）を刷新 

業務革新PJ 

※社内調べ 

正味 

収保 

17,000 

18,000 

19,000 

20,000 

億円 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

12% 

13% 

14% 

15% 

16% 

17% 

18% 

社費率 
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先進国・新興国双方でのバランス良い成長推進 

内部成長・M&A戦略両輪での成長推進 

事業リスクの分散と資本効率の向上 

リスクベース経営（ERM）の高度化とグローバル人事戦略の強化・実践 

東京海上グループの海外保険事業戦略 

 先進国 ： 世界保険市場の中核を成す欧米マーケットにおけるコマーシャル・再保険分野を中心とした持続的な収益拡大 

 新興国 ： 各国市場の拡大に対応した生損保両分野における中長期的な収益拡大 

 内部成長 ： 引受規律を維持しつつ収益機会の追求による収益拡大 

 M&A戦略 ：  デルファイの円滑な経営統合と新規事業投資案件の検討 

 損保・生保・再保険の事業間分散と引受リスクの地理的分散を推進 

 バランスの取れたポートフォリオ形成による資本効率の向上 

 自然災害リスク量のコントロール強化とモデル定量化が難しいリスクへの対応強化 

 成長を支えるグローバル人材の育成と専門性の高い人材の採用・育成 

② 海外事業の推進によるリスク分散と成長力の強化 

リスク分散は保険事業の本来の特性    

1879年の創業と同時に海外展開を推進  

地球全体をマーケットとして認識 

国内が限界だから海外へ行くのではない  
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(~2000) 
主に日系企
業向けビジネ
スを中心に展
開 

② 海外事業の推進によるリスク分散と成長力の強化 

非日系ビジネス 

への進出強化 

欧米市場での 

本格展開 

成長市場での 

更なる拡大 

更なる成長と事業 

分散・資本効率向上 

再保険 
事業 

新興国 
損保 

新興国 
生保 

2008年3月 
キルン社 
930億円 

2008年12月 
フィラデルフィア社  

4,715億円 

2011年7月 
インド合弁生保 

約46億円 

2012年5月 

デルファイ社 
2,150億円 

2007年6月 
AGH社 

(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ/ﾏﾚｰｼｱ) 

446億円 

2000 
2007 

2012 
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Sydney 

Hong Kong 

Beijing 

Sao Paulo 

 Chicago 

 

New York 

Bala Cynwyd 

Toronto 

Barcelona 

Dubai 

Seoul 

  Paris 

   London 

Brussels 

Taipei    Los 

Angeles 

Dusseldorf 

Mexico City 
Jeddah 

Shanghai 

Ho Chi Minh City 
Bangkok 

 

Kuala Lumpur 

        

         Singapore 

Jakarta 

New Delhi Manila Guam 
Honolulu 

Tokyo 

Nashville 

Moscow 

Hanoi 

 San 

Francisco 

Atlanta 

St.Petersburg 

Melbourne 

Istanbul Milano 

Kuwait 

Riyadh 

Al Khobar 

Manama 

Shenzhe

n 

Vancouver 

Yangon 

Mumbai 

Guangzhou 

Chennai  
 

Cairo 

    駐在員常駐拠点          

   駐在員非常駐拠点 

※連結対象以外の出資会社の拠点を含む 

37の国・地域 / 486 都市※に展開 
（2014年3月末現在） 

② 海外拠点ネットワーク 
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2002年度

1,049億円

海外保険
3%

国内損保
96%

② グループの事業ポートフォリオの変化 

2007年度

1,432億円

海外保険
21%

国内生保
11%

国内損保
69%

 修正利益の事業ドメイン別構成比  

当社の事業ポートフォリオは、10年間で大幅に変化 

海外保険 

49% 

2013年
度 

2,781億円 

国内損保* 

12% 

国内生保 

38% 

*  国内損保は14年2月の暴風雪の影響により、 

 13年度実績における構成比が小さくなっている 
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＜天候保険を通じた社会生活の支援＞ 

インドにおける降水量と米穀生産高の推移
(1999年-2008年）

500

700

900

1,100

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

降水量

(mm)

米穀生産高

 (単位;百トン) 

東京海上グループは2001年、インド最大の肥料公社

IFFCOとの合弁会社IFFCO-TOKIO General Insurance

を設立した。  

インドの農家のためにできることはないか？ 

就業人口の60％が農業従事者であるインドでは、大規

模な干ばつが発生すると、農家は深刻な状況に陥る。

気候変動のリスクを保険で担保することが可能になれ

ば、農家の生活基盤の安定とともに食料の安定供給に

も貢献できる。 

東京海上グループのノウハウを活かす！ 

インドの気象庁が計量した降雨量データをもとに東京海

上グループの天候解析ノウハウを駆使し、干ばつ発生

確率を算出する。地域ごとの平均降水量と実際の降水

量の差に応じ補償する天候保険を2004年から提供して

いる。 

②ローカルニーズに基づく保険の開発 
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②ローカル文化・商慣習に合わせた保険 

イスラム式の保険「タカフル」 

•イスラム教では、 

• ガラル（ Gharar ： 不確定要素） 

• マイシール（Maisir ： 賭博、投機） 

• リバー（Riba： 金利） 

を禁じているため、一般の保険はイスラム法 

である「シャリア」に適合していない。 

「タカフル」は、シャリア適格の保険とするために、 

相互扶助とリスクの連帯負担に基づく金融保障の形態をとっている。 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

2004 2005 2006 2007 2008E 2009E 2010E
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国 社 名 事業内容 開 設 資本金 今後の事業展開 

UAE（アラブ首
長国連邦） 

Tokio Marine 
Middle East Ltd. 

サービス会社 2007年11月 1億円 中東域内の当社ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の技術支援（タ
カフルの市場調査・商品開発など） 

エジプト Nile General 
Takaful 

損保 2010年1月 
（開業） 

10億円 損保・生保両社合計で10年後128億円を見
込む 

Nile Family Takaful 生保 

シンガポール Tokio Marine 
Retakaful 

再保険 
Family 
Takaful 

2004年11月 16億円 生保に相当するFamily Takafulの再保険を
引受 

＜当社オペレーション＞ 
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③ 「リスクベース経営」による企業価値・説明責任の向上 

 ■ 企業価値の拡大に向け、経営上の意思決定に活用 
  ① 統合リスク量をベースにした資本管理 

  ② リスク対比での収益率に基づく資本配分 

  ③ リスクベース・プライシング（資本コストを意識した商品開発・料率設定） 

 

 

 

 

 

 

ステークホルダーへの説明責任 

＜お客様に対して＞ ＜株主に対して＞ 

財務の健全性、経営の透明性、収益性（資本効率）改善 

保険会社としての信頼感、安心感 

リスクベース経営（ERM）の考え方 
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リスクのコントロール 

資本のコントロール 

リターン拡大 分散化効果 

③ 「リスクベース経営」による企業価値・説明責任の向上 

当社グループの中期経営計画 『変革と実行２０１４』のコンセプト  
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グループ経営理念、 
「私たちが大切にするもの」  3 
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東京海上グループ経営理念 

  東京海上グループは、お客様の信頼をあらゆる活動
の原点におき、企業価値を永続的に高めていきます。 

 

▶ お客様に最高品質の商品・サービスを提供し、安心と
安全をひろげます。 

▶ 株主の負託に応え、収益性・成長性・健全性を備えた
事業をグローバルに展開します。 

▶ 社員一人ひとりが創造性を発揮できる自由闊達な企
業風土を築きます。 

▶ 良き企業市民として公正な経営を貫き、広く社会の発
展に貢献します。 
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「私たちが大切にするもの」 


